
令和7年度 乙女湖公園及び南城公園再整備に関する調査検討支援
（支援対象：長野県小諸市）

⚫ 乙女湖公園及び南城公園はそれぞれ、文化社会教育施設、スポーツ施設、大型複合遊具を有する芝生広場等の集客力の高い施設があるも
のの、施設の老朽化、利用率の低下、所管部署が複数にまたがっていることによる管理運営面における非効率性等、多くの課題を抱えている。

⚫ 小諸市は2公園の再整備及び管理運営を一括して事業化することにより課題の解決を目指していることから、改修型PPP/PFI事業、コンセッショ
ン事業、Park-PFI事業等の事業手法の導入可能性や事業採算性の検証、最適な事業条件や事業スケジュール等を検討する。

調査の目的・概要

●

⚫ 現状課題の整理及び事業条件検討に向けた視点の提示
⚫ 最適な事業手法、事業スキーム案の検討
⚫ 民間事業者へのサウンディング調査
⚫ 簡易なVFMの算出及び今後の事業推進の方向性の検討 等

支援概要

⚫ 所管部署が複数にまたがる複数施設及び複数公園の改修・再整備・運営事業における民間活力の導入に向けた検討の視点（複合事業にお
ける効率的な事業スキーム設計、現実的な事業化プロセス）を明らかにした事例であり、他自治体への横展開が期待できる。

⚫ 施設の改修・再整備・一体運営を包含する複合的な事業スキームの成立可能性を多面的に検討・評価した点が、他自治体の参考となり得る。

事業のモデル性

主な調査内容

⚫ 現状課題の整理及び事業条件検討に向けた視点の提示

⚫ 施設の老朽化、利用率の低下、管理運営面の非効率性という多
岐にわたる課題を解決するため、①2公園の再整備及び管理運営
の一括事業化、②文教施設とスポーツ施設の分野横断型の事業
に対するPark-PFIやコンセッション等の適合性を検討した点が特徴。

高度な検討要素（特徴）

⚫ 民間事業者へのサウンディング調査

・現状課題を整理の上、効率的な事業スキームの設計、現実的な検討・事業
化プロセスの策定、民間活力の活用可能性の検証等に向けた視点を提示。

⚫ 最適な事業手法、事業スキーム案の検討

⚫ 簡易なVFMの算出及び今後の事業推進の方向性の検討

・事業方式、事業スキーム案等を整理し、定性評価を実施した結果、Park-PFI
を導入するケースを基本とし、事業スキーム案を設計。

・対象事業者の抽出、調査項目・サウンディング資料の検討、ヒアリング等を
実施。意見聴取の結果、 Park-PFI+DBO方式を基本スキームに設定。

・Park-PFI+DBO方式におけるVFM及び民間のIRRの水準を算定。
・また、民間の参画意欲を高め、事業化の実現性を高める取組方針を提示。

■想定される事業手法のパターン ■事業手法のパターン3の場合の事業スキーム案



令和7年度 （仮称）新泉北クリーンセンター高度民間活用型ごみ処理施設整備・運営事業に関する
調査検討支援（支援対象：泉北環境整備施設組合）

⚫ 泉北環境整備施設組合（構成市：泉大津市、和泉市、高石市）では、一般廃棄物処理施設（以下、一廃施設）の老朽化が進行してお
り、ごみ発生量の将来予測などを踏まえ、「（仮称）新泉北クリーンセンター（以下、対象施設）」の整備・運営に向けた検討を行っている。

⚫ 人口・ごみ量の減少や事業費の高騰、カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミー推進の要請といった事業環境の変化に対応すべく、一廃施設の
整備・運営における既存のPPP/PFI手法（DBO等）に留まらない、「コンセッション方式」等の高度な民間活用の適用可能性を検討する。

調査の目的・概要

●

⚫ これまでに導入事例の無い一廃施設へのコンセッション方式の適用
に関連し、①民間が参画しうる事業条件の設定、②制度的論点の
整理、③事業スキームの導出、④事業性の評価を支援。

支援概要

⚫ 上記の視点からの検討を通じて、一定条件のもと一般廃棄物処理事業に対し「コンセッション方式」を適用しうることが明らかとなり、一廃施設の
整備・運営を検討する際の事業方式として、新たな選択肢が追加されたことから、今後、本方式の他地域の自治体への横展開が期待できる。

⚫ 廃棄物処理を取り巻く事業環境の変化に対し、コンセッション方式が１つの有効な方策であることを確認した点が、他自治体の参考となり得る。

事業のモデル性

主な調査内容

⚫ 事業スキームの導出

⚫ ①事業性向上が可能な事業パターン、②一廃施設への運営権
の設定可否、③組合の既存計画との整合性等を包括的にレ
ビューし、コンセッション方式等の適合性を検討した点が特徴。

高度な検討要素（特徴）

⚫ 民間が参画しうる事業条件の設定

・コンセッション方式等
により、事業性を高
めうる条件の要素を
抽出・整理。
・サウンディングを踏ま
え、高度な民間活
用と参画可能性を
両立可能な事業条
件のパターンを設定。

⚫ 制度的論点の整理

⚫ 事業性の評価

・事業条件の設定と制度的論点の整理結果から、事業スキーム案を設定。

・コンセッション方式で関係機関との協議
が必要な制度的論点を整理し、基本
的な方向性案を検討のうえ、照会等を
実施。結果を事業スキーム検討に反映。
・同方式における施設整備手続きを検
討し、既存計画を踏まえた今後の事業
スケジュール及び検討課題を整理。
・事業推進に向けた実務手続きも確認。

・コンセッション方式
の収支構造を踏
まえ、DBO方式よ
り事業性を発揮し
うる条件を確認。
・VFMの水準を
ケース別に算定し、
DBO対比での事
業性を評価。

BT+コンセッション方式

• 288t/日程度（※）
（1炉の場合、近隣施設を非常時に活用するための協議等は組合が実施。）

施設規模
炉構成

主要な
事業
条件の
パターン

• 組合の現計画処理量を想定。変動費化によりごみ量減少時のコスト削減を想定。計画処理量

• 300日以上稼働日数

• 組合3市以外の周辺地域からのごみ収集・受入を認める。ごみ収集・受入は民間事業者
が主体的に行うが、一廃の越境に係る自治体間手続き等は組合が実施。

運営の柔軟性

• 変動費支払を基本とした構成（変動費化に伴う契約条件の検討が必要）委託費の支払

• 設計・施工：７年（民間のアセス等含む）、運営：20～30年事業期間

※最新のごみ量予測をもとにDBOの施設規模を改定し、261t/日とした。DBOの施設規模を約1割拡大し、BT＋コンセッション
方式の施設規模として設定した。なお、同方式においては、施設規模を縮小するパターンも想定される。

コンセッション方式（混合型） 広域連携自治体

産業廃棄物
排出者

事業系一廃
許可業者 （直搬以外）

自治体
A、B、C

自治体D

SPC

利用料金 運営権
対価

処理委託費
（一部施設整備費＋運営費）

負担金等

事業運営を主体的に担う者
• 家庭系一般廃棄物（直搬以外）の処理受託
• 運営権に基づく家庭系一般廃棄物（直搬）の処理事業
• 運営権に基づく事業系一般廃棄物の処理事業

等

施設整備費
（交付金分）

（直搬）

利用料金

組合
所有権

事業主体

運営権

例：定期修繕期間中の臨時受入、
非常時の受入 等

行政間の調整に
基づく処理に係る
費用の支払


